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2023 年 3 月 31 日 

各 位 

会 社 名 株式会社 百 十 四 銀 行 

代 表 者 名 取締役頭取       綾 田  裕 次 郎 

 (コード番号 8386 東証プライム) 

問 合 せ 先 執行役員経営企画部長 大 島  雄 一  

 ( TEL.  087－836－2787 ) 

長期ビジョンおよび新中期経営計画の策定について 

株式会社百十四銀行（頭取 綾田 裕次郎）は、2030 年度を見据えた「長期ビジョン 2030」お

よび 2023 年度から 2025 年度までを計画期間とする中期経営計画「創ろうイ
１

･イ
１

･ヨ
４

♪」を策定し

ましたので、その概要を下記のとおりお知らせいたします。 

記 

 

人口減少・超高齢化の進展に加え、脱炭素・循環型社会への移行やデジタルシフトの加速によ

り地域のサステナビリティに関わる課題が多様化・複雑化するなど、地域金融機関を取り巻く環

境は急速に変化しております。このような環境変化の中で、私たち百十四グループが地域ととも

に持続的に成長するためには、長期的な視点で地域のサステナビリティに関する課題に積極的に

取り組むことで、経営の持続可能性を高めていく必要があります。 

こうした認識のもと、百十四グループは、サステナビリティに関して取り組むべき重要課題を

「百十四グループマテリアリティ」として設定するとともに、マテリアリティに取り組む先に見

える長期的にめざす方向性として「長期ビジョン 2030」を定めました。 

この長期ビジョンからバックキャストした中期経営計画の各戦略の実行を通じて、ウェルビー

イングな地域社会の創造と百十四グループのサステナビリティ向上をめざしてまいります。 

 

１．長期ビジョン2030 

(１)「百十四グループマテリアリティ」 

地域社会と百十四グループ双方のサステナビリティに対する影響度から、優先度の高い重要

課題を抽出して下表のとおり「百十四グループマテリアリティ」を設定しました。これらの

マテリアリティに取り組む先に見える方向性として「長期ビジョン」を描いております。 

 ［百十四グループマテリアリティ］ 

地域経済活性化への取組み 人生 100 年時代への対応 

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備 ＤＸの実現と地域社会のデジタル化 

気候変動等、環境課題への取組み 持続可能な経営基盤の構築 
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(２)「長期ビジョン2030」 

「総合コンサルティング・グループの進化により、地域のみんなとウェルビーイングな社会

を創造する」というビジョン実現により、地域の環境・社会価値と百十四グループの経済価

値の両立をめざしてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．新中期経営計画 

長期ビジョン実現に向けた各戦略実行の第１フェーズとして、お客さま・地域社会から「百十四

いいよ！」と言っていただけるような付加価値の高いサービスの提供に努め、“地域のみんな”

がウェルビーイングを実感できる「いい世の中」を創ってまいります。 

（１）計画期間 

   2023年4月1日～2026年3月31日（3年間） 

（２）基本方針 

長期ビジョンの第1フェーズとして、３つの成長エンジン（ＳＸ・ＨＲＸ・ＤＸ）による変

革※を進め、総合コンサルティング・グループの進化に向けた取組みを加速する。 

① 職員のウェルビーイング向上と生産性の飛躍的向上により個々の職員が能力を発揮でき

る環境を整備するとともに、コンサルティング機能の強化と新事業領域の探索により課

題解決力の強化を図る。 

② コンサルティングとファイナンスを相互に組み合わせながらお客さま・地域が抱える課

題解決に伴走し、各ステークホルダーのウェルビーイング実感と百十四グループのサス

テナビリティ向上の両立をめざす。 

※  3つの成長エンジンにより、以下の変革（Transformation）を推進する 

Ｓ  Ｘ［Sustainability］ … 当行グループと地域社会のサステナビリティの両立 

ＨＲＸ［Human Resources］… 経営戦略と人事戦略の連動による人的資本の最大化 

Ｄ  Ｘ［Digital］… データ及びデジタル技術を起点としたビジネスの変革 

「創ろうイ
１

・イ
１

・ヨ
４

♪」 
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（３）重点戦略 

① 総合コンサルティング・グループの進化 

② 職員のウェルビーイング向上 

③ 生産性の飛躍的向上 

④ 持続可能な経営基盤の構築 

（４）経営目標 

指 標 最終年度目標 

連結当期純利益（親会社株主に帰属する当期純利益） 85 億円以上 

連結自己資本比率 9.0％程度 

単体ＯＨＲ（業務粗利益ベース） 70％程度 

 
 

長期ビジョンおよび新中期経営計画の詳細については添付のプレゼンテーション資料をご覧く

ださい。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【本件に関するお問い合せ先】 

経営企画部 経営戦略室 薄田・遠藤 【電話】087-836-2787 

 






































































